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１．常陽銀行の概要

項目 内容

名称 株式会社常陽銀行

創立 1935年7月30日

本店所在地 茨城県水戸市南町二丁目5番5号

資本金 851億円

拠点 国内：183店（茨城県147、福島県10、栃木県8、千葉県7、東京都6、
埼玉県3、宮城県1、大阪府1）

海外：4駐在員事務所（上海、シンガポール、ニューヨーク、ハノイ）

従業員数 3,320人

預金 8兆7,291億円

貸出金 6兆5,947億円

自己資本比率 連結11.91％（国内基準） 単体11.41％

格付 格付投資情報センター（R&I） A+
ムーディーズ A2

2019年3月31日現在
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２．茨城県の太陽光発電ＦＩＴ認定件数・容量

 茨城県は全国的に見ても太陽光発電（10kW以上）におけるFIT認定件数・容量ともに
多い（累計認定件数・容量 全国１位：2018年12月末時点）

出典：資源エネルギー庁HP掲載データ
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３．弊行の太陽光発電事業向け融資の件数及び金額推移

単位：件

 2012年7月に、太陽光発電事業向け融資制度（コーポレート向け）を創設し、地元の

ニーズに応えてきた結果、以下の件数・金額の推移となっております。

専用融資制度
取扱開始
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４．弊行の太陽光発電事業向け融資の内容

単位：件、億円
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 累計契約件数・契約金額推移

 残存期間別件数・残高（２０１９年３月末時点）
単位：件、億円

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 合　計

単年度契約件数 90 195 563 523 401 292 234 2,298

単年度契約金額 70 175 324 225 151 144 110 1,199

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 合　計

単年度契約件数 1 3 5 5 8 6 11 39

単年度契約金額 10 46 58 123 72 83 230 622

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 合　計

単年度契約件数 91 198 568 528 409 298 245 2,337

単年度契約金額 81 221 381 349 222 227 341 1,822

コーポレートファイナンス

プロジェクトファイナンス*

合算

*プロジェクトファイナンスでは、銀行団による協調融資が多い。

～5年未満 5～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20年以上 合計

件数 160 361 1,261 504 3 2,289

残高 69 130 518 197 2 916

～5年未満 5～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20年以上 合計

件数 1 3 7 18 4 33

残高 26 17 68 194 46 351

～5年未満 5～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20年以上 合計

件数 161 364 1,268 522 7 2,322

残高 95 147 586 391 48 1,268

コーポレートファイナンス

プロジェクトファイナンス*

合算

*プロジェクトファイナンスでは、銀行団による協調融資が多い。



５．コーポレート案件与信判断における廃棄等費用の取扱について

 弊行で取扱うコーポレート案件は、与信判断に使用する収支計画（キャッシュ
フロー）において、以下の考え方から廃棄等費用を織り込んでいない。

• 2018年4月に廃棄等費用の積立は努力義務から義務化となったが、積立方法の定
めがないため、事業者の任意扱いとしている（自主性に委ねている）。

• 有事の際の資金手当てとして一定程度のリザーブ（資金ストック）をしている案件もあ
り、こうした案件の中には、融資完済後についてはこのリザーブをそのまま撤去費用
として充当することを企図しているケースもある。

• FIT期間満了日の数年前を融資の最終期限としているため、FIT期間満了と同時に撤
去するとしても、融資完済後のキャッシュフローは潤沢であることから、融資完済後
の裕度期間で当該費用の積立開始を企図しているケースもある。

• 追加資金拠出能力を一定程度有している企業であることを、与信判断の材料の一つ
としている。

• ストレスをかけてもなおキャッシュフローが回る案件に限定して取り組んでいるため、
ほぼ全ての案件において、実際には収支に余力ある状態を確保できている。

• 太陽光発電設備の発電量低下や不具合等を主因とするデフォルト案件（施工業者の
倒産等を除く）は、ほとんど無い（なお、発電所の運営は順調であるが、コーポレート
の本業不調につき、当該発電所（担保物件）の任意売却に至った案件は有り）。
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６．廃棄等費用の源泉徴収的な外部積立を制度化することにより想定される影響

1. 今後の新規案件への影響

 源泉徴収による運用となれば、積立に係る事業者の任意性は全く無くなることから、
弊行の与信審査におけるキャッシュフロー検証上も、織り込むこととなる。そのため、
同一の案件だとしても、従来よりも融資可能額が減る可能性が高い。

2. 既存案件への影響

 源泉徴収による運用（すなわち売電収入の低下）となれば、源泉徴収する金額・期
間・方法にもよるが、実際にこれまでに積立を実施していない事業者は、手残り資金
（配当等）はその分だけ減少する。現状のキャッシュフロー余力状況にもよるが、中
には融資返済に支障をきたす案件もあるものと思われる。
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（参考）地元自治体による廃棄等費用積立制度

○北茨城市太陽光発電施設の適正管理による地域環境の保全に関する条例（一部抜粋）
（平成29年12月25日条例第23号）

（目的）
第１条 この条例は、環境への負荷を低減するために再生可能エネルギーの導入が拡大する中で、とりわけ、市において太陽光発電施設が

増加していることに伴い、太陽光発電施設を適切に運用し、また将来的に大量に発生する廃棄物へ備えることが地球の安全の確保に
とって重要となっていることに鑑み、太陽光発電施設の適正な管理について必要な事項を定めることにより、地球環境の保全を図り、
もって市民の良好な居住環境を維持することを目的とする。

（対象設置者の責務）
第５条 対象設置者は、（省略）太陽光発電施設の災害時及び廃止後の措置に充てる費用について計画的に積立てを行わなければならない。
（以下省略）

○北茨城市太陽光発電施設の適正管理による地域環境の保全に関する条例施行規則（一部抜粋）
（平成29年12月25日規則第19号）

（趣旨）
第１条 この規則は、北茨城市太陽光発電施設の適正管理による地域環境の保全に関する条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（災害時及び廃止後の措置に関する遵守事項）
第４条 （省略）
（２）廃止後の措置に関する事項

ア 太陽光発電施設を速やかに撤去すること
イ 太陽光発電施設の再使用又は再生利用に努め、廃棄物の発生を抑制すること。
ウ 太陽光発電施設の撤去により発生した廃棄物について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令等に従い、適正な処理を

行うこと。
エ （省略）

（費用の積立て）
第５条 条例第５条の規定により積立てる費用は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則（平成24

年経済産業省令第46号）第５条第１項第６号の規定により太陽光発電施設の設置に要した費用として経済産業大臣に情報を提供した額
の100分の5以上の額とする。

（以下省略）
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（参考）地元自治体による廃棄等費用積立制度

「太陽光発電施設の運用並びに災害時及び廃止
後の措置に関する協定書（案）」（一部抜粋）

（省略）

（災害時及び廃止後の措置のための費用の確保）

第12条 乙は、災害時の措置並びに発電事業終了後

の撤去及び処分を確実に実施するため、継続的に

資金の積み立てを行うものとする。また、この積

み立てには、FIT法施行規則の規定により太陽光

発電施設の設置に要した費用として経済産業大臣

に情報を提供した額の○％以上を毎年積み立て、

○年以内に建設費の5％以上を確保するものとす

る。

２ 乙は、前項に規定する資金の積み立ての状況を、

12ヶ月ごとに甲に報告するものとする。

３ 乙は、前項に規定する報告には、報告日以降の

積み立て計画も併せて甲に報告するものとする。
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出典：茨城新聞社

出典：北茨城市HP
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以 上
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